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［国内店舗・海外拠点数］ 

17 年 9 月末の国内本支店数は、17 年上期中に 13 ヶ店の店舗統廃合を行なったことか

ら、412 ヶ店となりました。また、17 年 9 月末の海外支店数は 17 年 3 月末比横ばいの

17 ヶ店と、いずれも 18 年 3 月末の計画水準を下回っております。 

［役員関連］ 

17 年 9 月末の役員数は、17 年 3 月末比 3名削減し、18 年 3 月末の計画を 1名下回る

22 名となっております。 

17 年 9 月期の平均役員(常勤)報酬は 18 年 3 月期の計画を 1 百万円上回る 26 百万円

となりましたが、役員報酬につきましては過去 4回に亘るカットに加え、17 年 10 月よ

り6ヶ月間、当社ならびに当行の取締役および執行役員の報酬につき最大10％、平均5％

の削減を実施しておりますことから、18 年 3 月期の計画は達成する見込であります。

なお役員賞与は、平成 8年以降不支給としております。 

［人件費＋物件費］ 

17 年 9 月期の人件費は、従業員給与の 10 年連続ベア凍結や人員の削減を引き続き推

進した結果、995 億円と前年同期比 53 億円の削減となりました。また物件費は、店舗

統合による効率化推進や、＠ＢΛＮＫの現金装填等運営コストの見直し等、引き続き既

存業務の効率化を進めベース経費を削減する一方、プロミスとの提携事業の推進や法人

金融ビジネスの強化など、今後の収益力強化を目的として戦略的な経費投入を行ったこ

とから、1,752 億円と前年同期比 82 億円の増加となりました。 

以上の結果、17 年 9 月期の人件費＋物件費合計は 2,748 億円と、前年同期比 29 億円

の増加となりましたが、年間計画(5,572 億円)対比では、49％と順調な進捗となってお

ります。 

また、17 年 9 月期のＯＨＲにつきましても 38％と、17 年 3 月期と同様、高い効率性

を維持しております。 

 

 (4) 不良債権処理の進捗状況 

当行におきましては、17 年 9 月期の不良債権開示額は 17 年 3 月末より 4,186 億円減

少し、1兆 4,060 億円となりました。不良債権比率につきましても、17 年 9 月末で 2.5％

と 3月末比でさらに 0.8％低下いたしました。これは債権売却、直接償却等のいわゆる
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最終処理を引き続き積極的に進めたほか、債権放棄を含めた再建・再編処理による債務

者区分の改善等によるものであります。 

また、17 年 9 月期の与信関係費用は 1,297 億円と、前年同期比で 3,261 億円減少い

たしました。17 年 3 月期に将来リスク対応としての貸倒引当金の積み増しを含め、バ

ランスシートのクリーンアップを図ったことから、与信関係費用は、前年同期比で大幅

に減少しており、巡航速度化も視野に入ってまいりましたが、ローンレヴュー制度や信

用リスク委員会を通じて、今後の資産劣化防止、債務者区分改善の推進、与信集中リス

クへの対応などの不良債権問題の再発防止にも引続き取組んでまいります。 

なお、経済合理性、経営責任の明確化、社会的影響を考慮した上で、5社で 2,364 億

円の債権放棄を実施しております。 

 

(5) 国内向け貸出の進捗状況 

 [17 年 9 月期の実績等の状況] 

17 年 9 月期の国内貸出（インパクトローンを除く実勢ベース）は、17 年 3 月末比 1

兆 3,541 億円の増加となり、また、中小企業向け貸出については、17 年 3 月末比 2,043

億円の増加と年間計画である 500 億円を大幅に上回る実績となりました。今後とも、健

全な経営内容の中小企業に対する円滑な資金供給に本支店一体となり引き続き積極的

に取り組んでまいります。 

なお、17 年 9 月期実績において、早期健全化法に規定されている中小企業向け貸出

の趣旨に反するような貸出は含まれておりません。 

[17 年 9 月期の中小企業向け貸出の増強に向けた取組について] 

当行におきまして、健全な経営内容の中小企業に対して円滑な資金供給を行うことは、

金融機関の社会的責務と認識し、中小企業向け貸出の増強に向けて多様な施策を講じ、

本支店一体となって最大限努力しております。 

特に、中堅・中小企業マーケットにおける確固たる地位を確立することを基本方針と

し、健全な経営内容の中小企業等の多様な資金ニーズに対しまして積極的な対応を実施




